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Ⅰ 我が国がとるべきＩＣＴ技術戦略 

 

１．現状の問題点と解決策の方向性 

近年我が国において進行する少子高齢化が労働力及び産業力の低下を引き起こし、

さらに人口減少による市場の縮小が懸念される中で、経済成長の牽引役としてのＩＣ

Ｔ産業に対する期待は高い。情報通信産業の実質ＧＤＰ成長率に対する寄与率は経済

がマイナス成長になった時期も含め常にプラスであり、直近５年間では平均して３

４％の寄与率となっており、さらにＩＣＴは他産業の生産性を向上させるという観点

からも、ＩＣＴ産業は我が国の経済成長を支える重要な位置を占めている。 
また、ＩＣＴは、その利活用により、ＣＯ２排出量の削減や、高齢者・障害者の社

会参加の支援による労働力増強につながるなど、我が国だけでなく世界が抱える諸問

題の解決に寄与することが期待されている。 
海外に目を向けると、欧州では、ＦＰ７の共同研究プログラムにおいてＩＣＴ分野

が予算額の約３割をしめ、ＦＰ６からも３割程度増額されている。韓国においては、

政府の研究開発予算の中でＩＣＴ分野が科学技術全体の約２割を占めるなど、積極的

な投資を展開している。一方で我が国のＩＣＴ分野の政府研究開発予算は、全体の１

割程度で横ばい状態にある。 
ＩＣＴ分野が我が国の経済成長を支える存在であり、国内外における問題解決の重

要な手段であることを踏まえると、今後我が国としても、ＩＣＴ分野の技術開発に一

層注力することが極めて重要である。特に、近年低下が目立つ国際競争力の向上の観

点からも、開発技術が速やかに国内外へのサービス・製品展開につながるような中長

期的な技術開発力（ＩＣＴファンダメンタルズ）の強化に取り組み、世界に必要とさ

れるような技術を育てていくことが必要である。 
しかしながら、現状としては、我が国のＩＣＴ関連企業は、韓国や欧米の主要企業

と比べて、国内市場への依存度が高い。また、要素技術や個々のデバイスについては

強みを持ちながら、アーキテクチャやプラットフォームの開発面に弱いために製品・

サービスの競争力が弱いことや、国際的に先行して技術開発した製品でも、国際市場

のシェア拡大・維持につながらないなど、「技術で勝って産業で負ける」ことが指摘

されている。 
これらの要因として、技術開発面では以下のような問題点が考えられる。 
➢ 日本メーカは、国内のユーザや事業者からのサービス・システムに対する高い

要求や厳しいメーカ間競争のために、国内向け製品開発へリソースを集中してお

り、海外の主要企業が当初から国際市場を念頭に置いているのに対して、日本企

業は国内市場の成功事例を海外に持ち込む傾向にあること 
➢ 国内向け製品のカスタマイズ度が高いために世界市場に展開する製品開発に

追加的なコストと時間を要するとともに、知財の面でも不利な立場に立たされ、
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これらがコスト高の要因なこと 
➢ 製品を供給するメーカは競争力を消費者ニーズへの対応と低コスト化と捉え

ている一方、通信・放送事業者はまず国内市場におけるサービス展開を優先させ

る傾向にあるなど、両者の考え方の違いから国際展開に向けた連携が必ずしも十

分ではないこと 
➢ 米国では多様な考えを持つ外国人とともに研究開発をする環境があり、また、

欧州ではＥＵ加盟国間の連携を中心としてイノベーションを創出する環境があ

るが、我が国では、こうしたグローバルなイノベーションを創出する仕組みやグ

ローバルコミュニティ形成に向けた取組に欠けること 
➢ 我が国の研究開発プロジェクトに関する情報発信が不十分であるために海外

との連携が進みにくいこと 
➢ 米国においては、成果展開まで含めて研究開発をサポートする人的・資金的支

援体制が充実しているが、我が国では、成果展開までを含めた観点での研究開発

マネージメント・支援体制が不十分であること 
 

このような問題点を解決するために、我が国の国際競争力を強化するべく研究開発

段階から国際展開を前提として以下のような戦略を展開することが必要である。 
第一に、国際展開を狙う重点技術を絞り込み、重点技術ごとに国内外への成果展開

を意識した研究開発・標準化戦略を策定し、事業者、メーカ、大学、研究開発型独立

行政法人（以下、「研究独法」という。）が共通認識のもと取組を推進することが必要

である。同戦略には、当該技術の研究開発成果としての製品・サービスの世界市場へ

の展開を視野に入れ、その展開のタイミング、産学官連携方策、国際連携方策等を含

める。重点技術の絞り込みの観点は３節において、また具体的な戦略はⅡ 重点技術

の研究開発・標準化戦略において、それぞれ述べる。 
第二に、重点技術を含めた技術課題全般に関する研究開発・標準化の方策を検討す

る必要がある。例えば、研究開発においては、海外展開を見据えた世界共通仕様と個

別仕様に対応した製品開発を容易にするために、システム開発段階で機能をブロック

化すること、世界市場を視野に入れた海外プレーヤとの共同研究や我が国の技術の埋

め込み等を推進することなどが挙げられる。標準化については、産学界を先導して標

準化活動に取り組むプロ集団としての標準化人材を確保・育成することや、標準化段

階から海外企業も参加した相互接続性確保の取組を推進することなどが挙げられる。

具体的な方策等については、次節で述べる。 
 

 

２．研究開発・標準化推進方策 

前節で述べた問題点の解決方針を踏まえ、技術課題全般にわたる研究開発・標準化

の推進方策や資金制度面等の支援方策を以下に述べる。 
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（１）国際展開を促進するための研究開発推進方策 

（国際展開を意識した研究開発戦略） 
我が国が前節で述べたような問題点を克服し、技術開発成果の展開を目指すにあ

たっては、国際標準化、技術の普及（仲間作り）、製品・サービス展開の３つの軸

を有機的に統合し、事業者とメーカが連携することが有効であると考えられる。そ

のため、事業者やメーカ、大学、研究独法といった個別の視点ではなく、我が国全

体を俯瞰した視点に立って研究開発をコーディネートするために、国として研究開

発成果をどのような製品・サービスとしてどこに展開するのかといった国際展開戦

略を明確に示し、それを共有していくべきである。 
また、欧州では各国の事業者が他国で相応のビジネス展開をしていることを考え

ると、我が国の事業者もシステムインテグレーターとしてサービス面での国際展開

を視野に入れた取組が必要である。そのため、事業者自らがメーカと連携して国際

展開を行うとの視点に立ち、我が国の事業者が持つ強みを活かしつつ、国内サービ

スの開発段階から海外への展開を意識して取組むことが重要である。例えば、コス

トを抑えつつ各国のニーズに応じたカスタマイズが可能となるよう、システム開発

において機能のブロック化を進めるなどの方策も有効であると考えられる。 
 
（研究開発段階からの国際連携） 

日本企業が国内外に事業を展開する場合、まず国内市場で先行し、成功事例を海

外展開しようとする傾向があるが、海外の主要企業は、当初からグローバル市場を

念頭に置いており、そのような意識の違いがＩＣＴ分野における我が国の競争力の

低下につながっているとの指摘がある。 
また、諸外国における研究開発の実施体制に目を向けると、米国では、外国人を

含めて多様な考え方を持つ人たちが一緒に研究開発する環境を作ることによって、

多様なアイデアを集め、イノベーション創出を目指している。また、欧州では、フ

レームワークプログラムの共同研究開発プロジェクトにおいて３ヵ国以上が参加

することを必須としており、一定条件を満たせばＥＵ以外の第三国が参加すること

も可能とするなど、技術開発の初期段階からグローバルな開発環境を念頭において

いる。 
今後、我が国の技術の国際展開を促すため、研究開発段階からの国際連携を進め

ることが重要と考えられる。そのために、早期からの国際連携が当該技術の開発及

び将来の成果展開に有効と考えられる研究課題については、外国企業等との共同研

究を伴う研究開発を積極的に推進していくべきである。国際連携を進めるべき分野

としては、例えば（ｉ）相互接続性の確保、標準化が必要な分野、（ⅱ）将来の国

際的普及に向けた市場開拓を狙う分野、（ⅲ）他国との連携により、イノベーショ

ンを促進する分野等が挙げられる。これらの推進により、国際的な要求条件を開発
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段階から取り入れて製品の競争力を向上させるとともに、仲間作りと我が国の技術

の埋め込みを図るべきである。 
あわせて、我が国における技術開発への外国企業の参画を促すような環境作りが

必要である。例えば、国際的な普及が期待される技術分野において世界の研究者を

巻き込んだ実証実験を推進することが有効であり、その際、単発的ではなくある程

度の期間持続する活動となるような取組を行うことが重要である。  
 

（２）研究開発プロジェクトマネージメントの強化 

（プロジェクトマネージメント人材の確保） 
我が国の研究開発プロジェクトは、海外から、誰がどのような研究成果を出して

いるかがわかりにくいとの指摘がある。今後、我が国のプロジェクトの「顔」とな

るリーダを決めて世界への情報発信を強化していくことや、そのようなリーダ的役

割を果たす人（アーキテクト）を確保し、育てていくことが必要である。 
そのため、新世代ネットワークをはじめとして産学官連携で取り組んでいるプロ

ジェクト等について、ナショナルプロジェクトとしての位置付けを明確にするとと

もに、専任のプロジェクトマネージャーを任命することで、海外に対する情報発信

を強化していくべきである。その際、研究開発課題に関するロードマップ、ビジョ

ン、参画する研究機関・企業等の役割分担等を共有し、方向性を一致させることが

重要である。 
あわせて、それぞれの機関・企業において研究マネージメントを担う人材の重要

性を強く認識し、人材の確保、充実に努めることが必要である。例えば、研究者の

キャリアパスの１つとして位置付け、教育・育成を強化することなどが重要である。 
 

（人材の育成） 
実用化までを視野に入れた研究開発を行うには、個々の技術・プロジェクトだけ

でなく、より広い視点を持って全体を俯瞰する人材を確保することが有効と考えら

れる。そのために、産学官連携の中で人材の円滑な交流ができるような仕組みを作

り、コミュニティ形成を図ることが必要である。例えば新世代ネットワーク研究開

発戦略本部のように、研究開発プロジェクトを通じた人材育成や産学官の人材面で

の連携を強化する取組を拡充・強化し、人材の流動性を高めていく必要がある。 
また、国内人材のみならず、海外の優秀な人材が我が国に定着するような仕組み

が必要である。そのために、例えば海外からの留学生が大学での研究にとどまらず、

日本の産業界に貢献できるよう、日本での長期滞在をサポートすることが重要であ

る。 
 
（研究支援体制の強化） 

研究開発を支援する体制について、特に米国等においては、研究開発をサポート
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するエンジニア、広報・マネージメントスタッフ等の人的・金銭的支援が充実して

いるのに対して、我が国では研究者が片手間に対応しているのが実情との指摘があ

る。 
人的な支援としては、資金管理や広報等を扱う管理専門者や実験棟の技術的支援

のための専門スタッフを置くことも有効と考えられる。今後、そのような研究開発

支援の強化について、政府全体として検討していくほか、研究開発委託費の間接経

費の上限引き上げや、成果展開に向けたＰＲ活動に研究費を充てることを可能とす

るなど、研究資金の運用改善につとめるべきである。研究開発投資が困難な中小企

業については、特に配慮することが望ましい。 
 

（３）研究開発・成果展開の支援方策 

（効果的な研究資金制度） 
世界をリードするような研究要素を取りこぼすことのないよう、近い将来に実用

化が見込まれる技術に加えて、基礎的・学際的な領域への支援も必要である。その

際、特に新しい価値創造を期待する研究開発に対しては、失敗も許容するというリ

スク許容型のマインドで取り組むことが重要である。 
リスクの高い研究開発や基礎的研究に対しては、これまでどおり大学等を中心に

取り組むほか、当初から大規模なプロジェクトとして支援するのではなく、競争的

資金を有効に活用するなどにより、広く機会を与えて技術の見極めを図るべきであ

る。その上で、優れた研究開発成果が得られた研究に対して重点的に投資を行うよ

うな仕組みを構築することが必要である。その際、目標や内容の変更、課題追加に

応じて、研究期間の延長や予算追加を行うなど、研究開発成果に応じてより大きな

プロジェクトへの発展を可能とするよう、研究資金制度の運用上の工夫が必要であ

る。 
具体的には、研究評価の実施時期や評価項目を見直したり、研究資金制度のより

一体的な運用を図る観点から、競争的研究資金制度の実施主体の移管や複数ある資

金制度の整理等を検討することが適当である。 
 

（技術の実用化支援） 
米国では技術の成果展開を支えるために、インキュベーションを行っている大学

の研究者をエンジニアが支援しており、実用化に際して、コンサルタントを利用す

ることも多い。また、外国企業の中には、他国の研究開発動向を中小企業まで含め

て詳細に調査している例もある。 
我が国としても、研究開発の初期段階から利用者視点に立ち、ユーザインターフ

ェースやデザインの重要性も考慮しつつ製品・サービスを明確にイメージして、将

来の国内外への展開の道筋をつけることが必要であり、特に中小企業においては外

部コンサルタント等の活用を支援することなども有効と考えられる。また、諸外国
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の技術開発動向を定常的に調査し、共有することも有効と考えられる。そのような

取組の一環として、研究独法において、情報収集機能を強化することが考えられる。 
また、過去の研究開発プロジェクトの成果を実用化につなげていく取組を積極的

に支援し、国や研究独法の研究開発成果の展開を進めるべきである。 
さらに、政府はＩＣＴ分野における製品・サービスのきわめて大きなユーザであ

ることに鑑み、政府が情報システムを調達する際に、国際展開を目指す製品・サー

ビスの積極的な導入を検討し、当該製品・サービスの特徴の国外に対するＰＲや、

海外政府への導入を促していくことも検討するべきである。 
 

（４）標準化への戦略的取組 

従来のデジュール標準に加えて各種のフォーラム標準やデファクト標準獲得に向

けた活動が地域レベルで活発化、多様化している中、我が国のプレゼンスは低下して

いる。一方、国際標準化は自国技術の国際展開を有利に進める上で極めて重要なツー

ルであるとの認識の下、欧米先進国のみならず新興国においても戦略的な取組が行わ

れている。このため、標準の基本技術の中に自社技術を埋め込んでいかなければ国際

競争上極めて不利となることを認識し、企業の経営者層も含め標準化活動の重要性を

共有し、企業活動等の中に位置付けていくことが重要である。企業の標準化活動を促

進する方策として、税制等でのインセンティブ付与の効用につき引き続き検討を行う

とともに、底支えとして以下のような取組を推進するべきである。 

（国際標準化人材の確保） 
国際標準化活動に携わる人材については、例えば、韓国はＥＴＲＩ（韓国電子通

信研究院）を中心に多くの人員を配して集中的に標準化活動に取り組んでいる状況

と比較して、我が国の標準化体制は特に人材面で脆弱である。さらに、標準化活動

のカギとなる海外でのロビー活動が、日本人は不得手であるとの指摘もある。 
このような困難を克服するため、例えば研究独法の標準化機能を強化し、標準化

関連団体、民間企業等との連携を推進しながら、標準化のプロ集団を形成し、我が

国の標準化戦略の着実な遂行を確保する体制作りが必要である。具体的には、国際

標準化活動に従事する有能な人材確保のため、例えば研究独法等に標準化の専門家

（エキスパート）を雇用し、産学界を先導して標準化活動に取り組むとともに、国

際会議に参加する大学やベンチャー企業等の若手に対してＯＪＴで標準化活動の

ノウハウを継承するなどの体制作りが有効である。また、ある程度の長期間にわた

って継続的に国際標準化活動に従事させることにより、「日本の顔」となる人材を

育成し、今後の国際標準化において我が国がイニシアティブを取れるような体制作

りも重要である。これらの体制づくりを通じて、人材の確保に不可欠なキャリアパ

スの形成を行うべきである。 
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標準策定は市場形成と密接に関係しており、出来るだけスピーディに、かつタイ

ミング良く標準を作ることが必要である。そのためには、標準化の初期段階からの

仲間づくりが重要であるとともに、国際市場を意識した製品・サービス開発を進め

るために、ユーザを含めてできるだけ多くの国内外の参加を得てプロトタイプの開

発や詳細仕様を策定することが重要である。そのような取組を促進するため、例え

ば、我が国と外国の企業・大学が共同実施する標準開発プロジェクトを重点的に支

援すべきである。これにより、国際的に調和の取れた製品・サービスの開発におい

て、我が国がイニシアティブを取っていく可能性が高まる。  
 

（相互接続性確保の取組支援） 
ＩＣＴ分野においては相互接続性の確保が重要であり、例えば次世代携帯電話の

ような技術に先駆的に取り組む時には、世界的な相互接続性の確保を念頭に置くこ

とが必須である。その実現のために、いろいろなプレーヤがテストできる環境が役

立つと考えられ、欧州等でも相互接続試験等が活発に行われている。我が国として

も、標準化の初期段階からの国際連携の促進のために、海外企業等も参加する相互

接続性確保の取組を支援していくことで、我が国の調整力、モノ作り力を活かし、

開発から製品レベルまでの各段階での整合性確保にイニシアティブを発揮してい

くことが必要である。 
 
（仕様の共通化によるソリューション事業の展開） 

アジアやアフリカ等については、欧米とは異なる視点での連携が必要となる。こ

れらの新興国に対しては、各国の抱える課題を解決するソリューションとして製

品・サービスが導入できるような仕様開発を共同で行い、これらの地域で共有して

いくプロジェクトの推進より、ソリューション事業のノウハウを我が国が蓄積して

いくことが可能となる。蓄積されたノウハウにより、中長期的には、我が国が国際

的な大規模プロジェクトで中核的な役割を果たし、国際社会の中での存在感を高め

ていくことが重要である。  
 

 

３．重点技術の研究開発・標準化戦略 

総務省では、平成２０年６月に、情報通信審議会からＩＣＴに関する中長期的な技

術戦略として「我が国の国際競争力を強化するためのＩＣＴ研究開発・標準化戦略」

の答申を受けた。その中で、研究開発については、「ＵＮＳ研究開発戦略プログラム

Ⅱ」として、ＩＣＴ関連の１１の分野におけるおよそ５０の技術課題について状況分

析を行い、今後の研究開発目標等を明確にしたロードマップをまとめるとともに、国

際競争力の強化や社会・生活基盤の充実といった観点から、１７の重点課題が選定さ

れている。 
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（標準化プロジェクトへの支援） 



 
 

このたび、重点技術の研究開発・標準化戦略を検討するにあたり、ＵＮＳ研究開発

戦略プログラムⅡを踏まえつつ、以下のような点を考慮に入れることとする。 
第一に、どのような技術の開発成果を製品・サービスとして重点的に国際市場に展

開していくのか、絞り込みを行う必要がある。本懇談会の検討の目的が、２０１５年

頃を展望した中期的なＩＣＴ施策であることから、研究開発から実用化までに要する

期間に鑑み、主として今後１０年程度で実用化・普及が見込まれる技術及び我が国の

強みを活かせる技術に着目した。 
第二に、地球環境問題や高齢化社会に対するＩＣＴの貢献が高く期待されているこ

とや、ビジネスにおいてクラウドコンピューティングの活用が急速に広まるなどＩＣ

Ｔの利用方法の変化が加速していること等を考慮する必要がある。 
さらに、我が国のＩＣＴ産業において、グローバル市場を前提とした新産業の創出

が求められており、要素技術の開発だけではなく、当該技術の研究開発成果を活用し

た新産業の国内外における将来の市場性と、当該成果の国際展開の可能性を見極める

ことが必要である。 
以上を踏まえ、これまでの重点課題等の中から、主に今後およそ１０年後までに国

内外への成果展開を目指す技術を選定し、それらの研究開発水準等の分析を行い、開

発技術を活用した製品・サービスの国内外への展開を意識した研究開発・標準化方策

を個別戦略として提案する（Ⅱ 重点技術の研究開発・標準化戦略）。対象技術は図

１に、各技術の開発成果を活用した製品・サービス展開を目指す時期は図２に、それ

ぞれ示すとおりである。 

多様なサービスをより便利に、低コストで よりリアルなコミュニケーションを実現

ネットワークをより速く、安全に モビリティのさらなる進化

環境への配慮・省エネ化

オール光通信技術

次世代ワイヤレス技術

次世代移動通信システム（IMT-Advanced）

ITS（高度道路交通システム）

ユビキタスプラットフォーム技術

音声翻訳技術

超高精細映像技術

３次元映像技術

ネットワークロボット技術

ホームネットワーク技術

情報セキュリティ技術

新世代ネットワーク技術

セキュアクラウドネットワーキング技術

ネットワーク分野

サービス・アプリケーション分野

省電力ネットワーキング技術

 
図１ 重点技術戦略の対象技術 
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2015年頃 2020年頃 2025年頃

３次元映像技術
（企業向け特定分野）

ホームネットワーク技術

新世代ネットワーク技術

オール光通信
（リンク技術）

オール光通信
（ノード技術）

音声翻訳
（旅行会話）

音声翻訳
（コンテンツ、学習ソフト）

音声翻訳
（講演・会議）

ＮＷロボット
（家庭内の生活支援）

ＮＷロボット
（複合施設内の生

活支援）

情報セキュリティ
（インシデントレスポンス）

情報セキュリティ
（情報漏えい対策）

2015年頃 2020年頃 2025年頃

ユビキタスプラッ
トフォーム技術

次世代ワイヤレス技術

次世代移動通信
システム（IMT-

Advanced）

ITS（高度道路交
通システム）

情報セキュリティ
（次世代暗号）

セキュアクラウド
ネットワーキング技術

超高精細映像
（撮像システム・ディスプレイ機器）

３次元映像技術
（個人ユース向け）

ネットワークを
より早く、安全に

よりリアルなコミュニ
ケーションを実現

モビリティの

さらなる進化

多様なサービスを
より便利に、低コストで

研究開発成果の関連

ネットワーク上で
多様なサービスを実現

ネットワーク分野

サービス・アプリケーション分野

省電力ネット
ワーキング技術

 
図２ 重点技術の国内外における実用化・成果展開時期 

 
なお、個別戦略の対象としなかった技術にも、将来の競争力確保に備えて中長期的

に着実に取り組むべきものがあることに留意する必要がある。特に、現時点で市場の

具体化はしていなくても長期的に導入・普及の見込みが高い技術や、脳情報通信など

新しいコミュニケーション、新しい社会・ビジネス・価値を創造する可能性のある技

術等については、前節で述べた研究開発・標準化推進方策を踏まえて、将来世代に夢

を与える観点からも一定のリソースを充てて着実かつ柔軟に進めていくことが重要

である。 
 
 

４．今後の強化分野と緊急に取り組むべき課題 

ＩＣＴは、これまでに述べたとおり我が国の経済成長の基盤をなすとともに国内外

の問題解決の重要な手段であり、今後も技術開発に注力することが極めて重要である。

これまでの分析を踏まえ、技術の基盤性や市場性、我が国の強み、社会へのインパク

ト等を考慮し、中期的に、次世代技術として、（１）に示す４分野５課題の研究開発

を重点的に強化すべきである。 
あわせて、昨年秋の米国の金融危機に端を発した不況に世界中が見舞われる中、欧

米諸国はＩＣＴ分野への投資により、厳しい経済状況の打破を計画している。諸外国

との研究開発競争に打ち勝つためには、研究開発の緊急実施や加速（２～３年の前倒

し）が必要不可欠であり、（１）に示す強化すべき技術を軸として、新たなデジタル
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産業を創出するために（２）に示す技術の研究開発及び実用化の加速に緊急に取り組

むべきである。 
 

（１）中期的に強化すべき分野 

ア ネットワーク技術分野 
オール光通信技術及び新世代ネットワーク技術がこれに該当する。これらの技

術は様々なサービスを支える基盤的技術であり、研究開発成果を活用したネット

ワーク装置・システムは全世界での利用による大きな市場規模が期待される。特

に、光関係技術は、高速処理と低消費電力の両立を可能とするものであり、今後

のネットワークの中心となる技術である。今後我が国としては、研究独法を中心

とした産学官連携体制で、強みを持つ技術力の強化と新しいアーキテクチャの実

現による市場変革を通じて、国際市場への展開を目指すべきである。 
イ ワイヤレス技術分野 

次世代ワイヤレス技術がこれに該当する。電波利用の需要増大は今後も確実で

あり、高速大容量化及び周波数利用効率向上のための技術開発を進めることが必

須である。世界市場が大きく各国での競争が激しい本分野においては、我が国が

先行している技術分野における研究開発の加速と標準化への戦略的な取組を強

化するべきである。 
ウ 映像技術分野 

３次元映像技術が本分野の中核となるが、通信・放送にとどまらず、医療、エ

ンターテイメント等の様々な領域で活用され、大きな市場を形成することが見込

まれる。現行方式は米国主導で開発され市場の立ち上がりが見られるが、我が国

は、研究独法を中心に産学官が連携して我が国の強みを持つ次世代技術の裸眼立

体方式と究極技術であるホログラフィ方式における技術開発を加速させ、早期の

実用化・市場展開を目指すべきである。 
エ 環境技術分野 

環境問題への早急な対応として、ＩＣＴ機器の省電力化とＩＣＴの活用による

省エネ化が一層求められている中、世界規模で発生している環境問題に対して、 
ＩＴＳ、３次元映像技術、オール光通信技術等の我が国の強みのある技術を活用

した解決策を示し、普及につなげていくべきである。 
 

（２）緊急に取り組むべき課題 

ア 革新的なネットワーク技術 
オール光通信技術及びセキュアクラウドネットワーキング技術がこれに該当

する。前者については、我が国に強みがある光デバイス技術を中心に研究開発を

加速化し、市場への製品投入の前倒しを図り、現在海外企業優位のルータ市場で

挽回を狙うべきである。後者については、我が国が持つ光やＮＧＮ等のネットワ
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ーク基盤を活かし、既存クラウドが抱える課題を解決する技術を確立し、安全

性・信頼性の高い次世代クラウド環境を世界に先駆けて実現することで、クラウ

ド産業の発展、機器の世界展開を図るべきである。 
イ 次世代のワイヤレス技術 

ＩＴＳ及び次世代ワイヤレス技術がこれに該当する。前者については、我が国

がリードする車車間通信技術等の開発を支援し、安全運転支援システムの早期導

入を目指すべきである。また、後者については、数十Ｇｂｐｓ級の大容量・高速

通信や、配線が不要な電源供給を可能とするワイヤレスによる家庭内のスーパー

ブロードバンド化等、次世代ワイヤレス技術の開発・実用化を促進すべきである。 
ウ ３次元映像技術 

次世代の裸眼大画面３次元映像やホログラフィ方式による３次元映像の中核

的技術であるディスプレイ技術や伝送技術、コンテンツ製作関連技術の研究開発

を集中的に実施し、国際標準の早期獲得及び国際市場への製品投入を加速化して、

国際シェア獲得を目指すべきである。 
エ 自動音声翻訳技術 

我が国が世界的にリードしている自動音声翻訳技術について、その中でも最も

早期に実用化が見込まれる観光分野における実証実験や翻訳精度向上技術の研

究開発を加速化するべきである。同技術の早期普及により、国内観光産業の振興、

地域経済活性化も期待される。 
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Ⅱ 重点技術の研究開発・標準化戦略 

 

１．新世代ネットワーク技術 

本技術は、現在のＩＰベースのネットワークにおける品質やセキュリティ等の諸問

題を既存技術にとらわれず新たなアプローチで解決するための、ネットワークのアー

キテクチャ（基本設計）や基盤となる技術の総称である。開発された技術は光ノード

等の装置や基幹ネットワークシステムに組み込まれて全世界に渡るため、その市場規

模は大きく、国内で４，０００億円（２０２０年）、世界で４．７兆円（２０２０年）

との試算がある。現状では、ＬＡＮスイッチ、ルータ等のノード機器の世界市場は米

国企業が席巻しているが、ネットワークのアーキテクチャのパラダイムシフトを先導

することにより、日本企業の国際市場への展開が期待できる。 
我が国では独立行政法人を中心に大学、通信事業者、メーカ等が連携して研究開発

を推進しているが、欧米でも、欧州のＦＰ７や米国のＧＥＮＩやＦＩＮＤを通じて同

様の取組が開始されたところである。研究の方向性として、欧米はＴＣＰ／ＩＰの置

き換えを指向するにとどまる一方、我が国は光技術、モバイル技術等を統合したアー

キテクチャを追求している。研究開発水準としては大型テストベッド構築では米国が

先行しているものの、産学官連携によるネットワークアーキテクチャの検討や、シス

テムプロトタイピングに関しては我が国が先行している。また、我が国では世界に先

駆けてコンピュータシステムとネットワークシステムを統合した仮想化技術の研究

開発に取り組んでおり、学術ネットワークを越えた商用ネットワークの実現に向け世

界をリードしている。今後、我が国の優位性を確保しながら早期の商用化を目指すに

は、応用面・アプリケーションまでを視野に入れた取組が鍵になると考えられる。 
以上の状況を踏まえ、国際市場としては将来的に新世代ネットワークに対応するネ

ットワーク機器やモバイル通信機器を応用技術等と合わせて主に欧米アジア等に展

開することを目指す。 
そのため、２０１０年頃から、国内外のテストベッドネットワークを活用し、各国

研究機関と連携して技術評価・検証を実施する。２０１５年頃からは新世代ネットワ

ークに対応した光ノードや次世代のモバイル通信システムを国内通信事業者のネッ

トワークに試験導入し、応用技術アプリケーションとあわせて検証を行う。 
研究開発においては、研究独法が中心となり通信事業者、メーカ等をまとめ、新世

代ネットワーク推進フォーラムと連携しつつ、仮想化・省エネ化・高信頼化・リアル

タイム化・ダイナミックネットワーキング等の研究開発を推進する。また、開発した

各技術を光ノード等の有線及び無線システムに組み込み、ヘルスケア、ユビキタス等

の応用分野と連携した研究開発を推進する。なお、ＩＴＵ－Ｔ等での標準化を行う前

に、機能レベルでの連携実証のため、テストベッドを利用して国際連携を図る。 
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2015年 2020年 2025年

新世代ネットワークに対応するネットワーク機器や
モバイル通信機器を応用技術等と合わせて主に

欧米アジア等に展開

国内外のテストベッドネットワークを活用し、各国研
究機関と連携して技術評価・検証を実施

新世代ネットワークに対応した光ノードや次世代のモバイル通信システムを国内通信事業
者のネットワークに試験導入し、応用技術・アプリケーションとあわせて検証を実施

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2010年  

図１ 新世代ネットワーク技術の推進方策概要 
 
 

２．オール光通信技術 

本技術は、ユーザによる通信条件（速度・品質等）の選択や高速化と省電力化の両

立を実現する、将来の光ネットワークを実現するための技術であり、大きくノード技

術とリンク技術に分類される。ノード技術は、ネットワークのノードにおいて大量の

高速信号を行き先へ導く機能を実現するための技術であり、リンク技術とはネットワ

ークのノード間で大容量データを高い信頼性をもって伝送する機能を実現するため

の技術である。これらの研究開発成果は光ノード装置及び光伝送装置等の製品等に活

かされ、世界で約２．５兆円（２０１１年）の市場が見込まれている。中長期的には

新世代ネットワークを実装する技術として大きな機器市場が期待されている。 
研究開発水準としては、ノード技術については、集積化した電子部品等では外国企

業が強いが、我が国は光処理技術等において強みがあり、今後システム内部で光処理

の占める割合が増加するに伴って、我が国の優位性が発揮されてくるものと期待され

る。リンク技術については、伝送技術とアクセス網技術とで状況が異なり、伝送技術

に関しては我が国は光送受信技術で優位にあるものの、次期１００Ｇｂｐｓ級をター

ゲットに主に世界の主要ネットワーク機器ベンダがしのぎを削っている。中でも、多

値変調を用いた４０Ｇｂｐｓ実用技術は日本が先行したものの、今後の伝送技術の鍵

となるデジタルコヒーレント技術（高度な信号伝送技術の一つ）の４０Ｇｂｐｓ級実

証では米国に先行されている。アクセス網に関しては、我が国において普及している

ＦＴＴＨ関係機器の主要な光送受信部品が国内製である一方で、システム主要部品は

外国企業の寡占状態である。 
今後我が国としては、研究独法を中心とした産学官の協力体制のもと、ノード技術

については、光処理技術の強みを一層高めることを目指す。特に、高速処理と低消費

電力の両立に重要な光スイッチ等の技術開発に重点をおき、２０１０年代後半を目標

に１００Ｔｂｐｓ級ノード装置の国際展開を目指す。併せて、新世代ネットワーク技

術と連携し、その要素技術に基づく新たなアーキテクチャに対応した光ノード装置の

技術開発を行い、２０２０年代を目標にこれらの装置の国際展開を図る。 
また、リンク技術については、大きな市場の見込まれる１００Ｇｂｐｓ級光伝送の

技術開発に重点をおき、我が国が得意とする光送受信技術を強化する。特に、１００
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Ｇｂｐｓ級光伝送の実現に新たに必要であり国際競争力強化を図る上でも重要な高

度信号伝送技術の早期確立に向け緊急的に研究開発に取り組み、２０１０年代前半を

目標に１００Ｇｂｐｓ級ＬＡＮサービスを提供するサーバやネットワーク機器の国

際展開を図る。さらに、２０１０年代中盤を目標に１００Ｇｂｐｓ級長距離伝送サー

ビスを提供するＷＡＮ向け光伝送装置についての国際展開も目指していく。アクセス

網については、１０Ｇｂｐｓ級の光アクセスシステムを早期に開発し、収容できるア

プリケーションの拡大を図りながら、２０１０年代前半を目標に国際展開を目指す。 

100Gbps級LAN・WAN向けネット
ワーク機器、10Gbps級光アクセスシ

ステムの国際展開
リンク技術

ノード技術
100Tbps級ノード装置、新世代ネットワーク対

応光ノード装置の国際展開

100Gbps級光伝送の技術開発に重点化

高速処理と低消費電力の両立に重要な光スイッチ等の技術開発に重点化

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年 2025年2010年  
図２ オール光通信技術の推進方策概要 

 
 
３．セキュアクラウドネットワーキング技術 

本技術は、従来はユーザが所有していた情報システムを、共用できるようにユーテ

ィリティ化し、インターネットやＮＧＮ等のネットワークを経由して、ユーザが利用

したい時に必要な分だけ安全かつ安定的に利用可能にする技術である。ユーザはネッ

トワークへのインターフェースのみを準備すれば良く、高度な機器の購入やデータの

保持等が不要となり、ネットワークが高度化した現代において、柔軟性の高いシステ

ム運用とコストダウン、省エネ化等を実現するネットワークの新しい利用形態のひと

つとして注目されている。ＳａａＳ、ＰａａＳ等のオンラインサービス市場をはじめ

幅広い分野に適用することが可能な技術であり、大きなサービス市場への成長が期待

されている。 
我が国は、クラウドネットワーキングを構成する基礎技術（並列コンピューティン

グやクラスタコンピューティング、仮想化技術等）においては高い研究開発水準にあ

る一方で、ビジネス面においては米国が先行しており、分散データセンタ間、データ

センタ－ユーザ間をインターネットで接続し、インターネット経由でコンピューティ

ング環境を利用できるモデルを立ち上げるなどしている段階にある。 
現在、欧米ではクラウドインタフェースの互換性を確保するための取組が一部始ま

りつつあるものの、現実には、多くの事業者はそれぞれ独自の仕様でシステムを構築

してサービスを提供している。そのため、各々のサービス、ネットワーク、情報シス

テムを含めた総合的なネットワークシステムとしての効率性、相互運用性等が考慮さ

れておらず、今後サービスの適用領域に制約が生じるなど、クラウドビジネス全体の

発展が妨げられる可能性がある。また、クラウドサービスの安全性、信頼性に不安を
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感じている利用者も多く、改善が必要となっている。更に、ユビキタス環境の進展等

に応じて今後多様化すると考えられるクラウドサービスへのニーズにも的確に対応

できるよう、システムの一層の高度化が期待されている。 
我が国は、品質管理や低消費電力化等の分野で高い技術力・ノウハウを有している

ほか、クラウドビジネス普及の鍵となる超高速・高信頼・高品質なネットワークの整

備とその基盤技術で世界をリードしており、高信頼・高品質なクラウドサービスを世

界に向けて提供出来る素地が整っていると言える。 
以上を踏まえ、高信頼で安価な次世代のクラウドサービスを提供する環境を我が国

が世界に先行して２０１３年頃から実現して今後の国際競争力強化につなげること

を目指し、サービスの柔軟性や品質、安全性、信頼性を向上させる技術を確立する。

例えば、クラウド事業者間での連携やサービスの相互補完を実現する技術や、我が国

が先行しているユビキタス技術やＮＧＮ、省電力化技術等を活用して質の高いサービ

スを実現する技術を確立する。 
そのための方策として、ネットワーク上で最適な分散処理を行うことで、ネットワ

ークへの負荷や電力消費を低減しつつ、多様なニーズへの対応を可能とする技術やＮ

ＧＮを高度に活用してより高品質・高信頼で柔軟性に富んだサービスを実現する技術、

さらに異なるクラウドシステム間での連携を可能とし、柔軟で安全性を担保したサー

ビスの提供を可能とする技術等の開発・実証に国が主導して戦略的に取り組むととも

に、関係のベンダ、通信事業者、サービス事業者等が連携し、国際フォーラム等を形

成して、システム間インターフェースの標準化に取り組む。 
 

2015年 2020年

高信頼で安価な次世代のクラウド

サービスを提供する環境の実現

クラウド事業間での連携・サービスの相互補完を実現する技術や、我が国が先行しているユビキ
タス技術やNGN、省電力化技術等を活用して質の高いサービスを実現する技術の確立

サービスの柔軟性や質、安全性・信頼性を向上させる技術を確立

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2010年  
図３ セキュアクラウドネットワーキング技術の推進方策概要 

 

 

４．省電力ネットワーキング技術 

本技術は、インターネット上のルータやスイッチ等の機器の制御手法の簡素化と省

電力ルーティングプロトコルの導入により、サーバやＰＣを含むネットワーク全体の

消費電力を大幅に抑制するものである。近年インターネット上のトラヒック量が増大

し、ネットワーク全体の消費電力が増大する中、世界各国が省電力化を緊急課題とし

て取り組む必要があることから、ネットワーク機器市場において本技術を採用した機

器に対する需要は非常に大きいと考えられる。 
我が国は機器の小型化、ＩＣ化技術に優れており、省電力化において非常に大きな
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潜在能力を有している。近年、ＩＣＴが広く産業界におけるＣＯ２排出量の削減に貢

献するものと期待されている中で、ネットワークが自身の消費電力についても増大を

抑制し、ＩＣＴ利活用の阻害要因とならないようにすることが重要である。ルータ、

ＩＰスイッチ、光通信機器の市場は、２０１５年において最低でも約４兆円との試算

があるほど大きいが、現状では、市場は主に北米企業に席捲されている。 
今後、我が国の強みを活かした本技術によって、ネットワーク機器市場における我

が国のシェアの拡大を目指し、２０１３年度を目処に本技術を実用化し、有効性を確

認する試験運用及び製品化を経て、２０１５年度までに実インターネット上で運用さ

れるよう取り組む。これとほぼ平行して、ベンダ主導により、インターネットサービ

スプロバイダを主要ターゲットとして本技術の製品を国際展開することを目指す。 
研究開発面では、例えば、トラヒックの状況に応じてパケットの転送をあるルート

に集中させ、一部のルータの電源を自動的に切ることにより電力消費を抑制する技術

や、ネットワークのトラヒック制御とアプリケーション実行に関する制御の連携等に

よりネットワーク全体で電力消費を抑制する技術等、省電力ネットワーキング技術の

研究開発及び実証実験に緊急的に取り組む。実証実験においては、国内のインターネ

ットサービスプロバイダの参加を募り、実用化後の導入を図る。それとともに、地球

環境負荷低減の効果を早期にあげるために、省電力ルーティングの評価手法や事業者

間での情報交換の枠組み、省電力ルーティングプロトコル等を国際標準化することを

目指し、標準化機関・団体（ＩＴＵ－ＴやＩＥＴＦ）において標準化に取り組む。 

ISPを主要ターゲットとした製品
の国際展開

技術を実用化し、有効性を確認する試験運用及び製品化

実インターネット上での運用

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年2010年  
図４ 省電力ネットワーキング技術の推進方策概要 

 
 

５．次世代ワイヤレス技術 

本技術は、今後急激に増大する電波利用の需要に対応するため、無線による大容量

データ伝送や逼迫する周波数帯における利用効率の向上を可能とする次世代のワイ

ヤレス技術である。この技術により、スーパーハイビジョンや３次元映像等の数十ギ

ガビットクラスの大容量・高速通信や配線が不要な電源供給を可能とするワイヤレス

による家庭内スーパーブロードバンド化や、公共分野等様々な分野において大容量コ

ンテンツを自在に利用するためのワイヤレスブロードバンド化等が実現される。 
日米欧で積極的に研究開発が進められている分野であり、各国の研究開発水準は拮

抗している。その中で我が国は、コグニティブ無線技術、家庭内や医療分野のワイヤ

レス化を促進するミリ波等の近距離ブロードバンド通信等の無線技術、屋外広域での
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利用に対応したワイヤレスセンサ技術、新周波数開拓技術等に関して、既に機器実証

段階に達するなど、欧米に先行している。 
今後我が国としては、先行分野における技術開発を加速化し、２０１５年を目処に、

爆発的な増加が続く無線通信トラヒックに対応した超高速・大容量通信を可能とする

無線システムや、無線方式の多様化及び端末数の激増に対応した周波数利用効率・端

末収容効率を飛躍的に向上できる無線システムを世界に先駈けて実現し、ベンダによ

る無線ネットワーク・端末の海外展開を目指す。 
研究開発方策としては、我が国において急増しているトラヒック収容の課題を解決

するため、国が主導して技術開発を加速し、次世代ワイヤレスサービスの構成技術の

開発や実証等を実施するための総合的な試験環境の整備等の支援を行う。また、国際

標準化の方策としては、研究機関、事業者及びベンダが連携して、通信方式、アーキ

テクチャやインターフェースの技術規格をＩＴＵ－ＲやＩＥＥＥ等で標準化し、知財

獲得を推進する。さらに、試験環境等を活用して相互接続性の検証、デモ機の試作・

導入を進め、同システムを先行的に日本に導入するとともに、今後我が国と同様の問

題に直面する欧米等の各国に展開していくことを目指す。 
 

ベンダによる無線ネットワーク・端末の海外展開

研究機関、事業者及びベンダが連携して、通信方式、アー
キテクチャやインターフェースの技術規格をITU‐RやIEEE等で
標準化し、知財獲得を推進

超高速ワイヤレスブロードバンドシステムや、周波数利用効率と端
末収容効率を飛躍的に向上できるシステムを実現

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年2010年  
図５ 次世代ワイヤレス技術の推進方策概要 

 
 

６．次世代移動通信システム（IMT-Advanced） 
本技術は、高速大容量通信を可能とする第四世代移動通信システム（４Ｇ）を実現

するための技術である。将来の移動通信への多様なニーズに対応する技術の１つであ

り、我が国だけでなく欧米でも研究開発の関心が高まっている。 
我が国では世界に先駆けて第三世代移動通信システム（３Ｇ）が普及したが、国際

市場では、第二世代（２Ｇ）のコアネットワークの名残や日本と世界での市場ニーズ

の差異等のため、競争力を持たなかった。しかし、４Ｇの実現に向けた研究において

は、我が国のメーカは、端末とＭＩＭＯ関連技術やＱｏＳ制御技術等の基礎的な技術

開発に取り組み、同時に基地局やネットワーク機器も開発しているなどの特徴があり、

３Ｇ開発時よりも強い位置にいる。例えば無線インターフェース技術に関しては日米

欧韓中が研究開発・標準化に注力しており、欧州が３ＧＰＰで大きな存在感を示すも

のの、実用化及び一部の研究開発に関しては我が国が先行しており、日米欧の研究開

発水準はおおむね拮抗している。端末技術に関しても、端末、チップ、ミドルウェア
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では欧米企業が引き続き優位にあるものの、ユーザインターフェースや燃料電池分野

では我が国のメーカが諸外国に比べて先行している。 
今後、２０１５年頃に本格化する３Ｇから４Ｇ（さらには４Ｇの高度化、５Ｇ）へ

の移行を見据え、世界の先頭グループの中でサービスを開始し、コアネットワークが

ＩＰ化される３．９Ｇの導入に合わせて、ベンダによる基地局・端末の展開等を目指

す。 
そのための方策として、国が主導して我が国が先行するＭＩＭＯ関連技術やＱｏＳ

制御技術等の開発を加速し、基盤技術の知的財産を早期に獲得することにより、パテ

ントプールやクロスライセンス等により実用段階で有利な立場を確保する。ＩＴＵ－

Ｒの標準化完了が２０１１年２月であることを見据え、今後１年間は３ＧＰＰやＷｉ

ＭＡＸ－Ｆｏｒｕｍにおいてベンダや事業者から規格提案・知財獲得に全力を挙げ、

３ＧＨｚ帯の国際コアバンド化を実現するとともに相互接続性検証のための試験環

境等を整備し、４Ｇが未展開の国に対し同システムの展開を推進する。 
 

ベンダによる基地局・端末
の展開

3GPPやWiMAX‐Forumにおい

てベンダや事業者から規格提
案し、知財獲得を目指す

3Gから4G（さらには4Gの高度化、5G ）への移行を見据え、
世界の先頭グループでのサービスを開始

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年2010年  
図６ 次世代移動通信システム（IMT-Advanced）の推進方策概要 

 
 

７．ＩＴＳ（高度道路交通システム） 
ＩＴＳは、人と道路と車両とを一体のシステムとして構築し、渋滞、交通事故、環

境悪化等の道路交通に関する諸問題の解決を図るシステムである。ＩＴＳの実現によ

り、新たな車載機器や車両向けコンテンツサービス等幅広い製品やサービスが創出さ

れる可能性があり、将来の市場規模は大きいと考えられる。 
ＩＴＳ関連の情報通信技術としては、日欧米を中心に無線通信技術やレーダ技術の

研究開発が進められている。特に、安全運転支援のための無線通信技術については、

我が国は官民が連携して実証実験を進めている段階にあり、諸外国よりも一歩先行し

ている。例えば車車間通信技術に関しては、我が国では自動車メーカと通信機器メー

カ双方が技術開発に注力しており、世界的に見てもシステム実現に最も近い国である。 
以上を踏まえ、安全運転支援システムについて、２０１２年頃を目処としてまずは

欧米に先行して日本がシステム導入を行うことを目指す。世界展開としては、我が国

での技術検証等も踏まえ、各国で利用可能な周波数帯に応じて、安全運転支援システ

ムの導入を検討している欧米を中心に我が国の技術やノウハウを順次展開していく

ことを目指す。 
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そのための研究開発方策として、技術面で我が国がリードする７００ＭＨｚ帯を用

いた車車間・路車間通信による安全運転支援システムの関連特許を早期に確保すると

ともに、同システムの早期国内導入を行う。標準化の面では、アーキテクチャ等のＩ

ＴＳコア技術について、欧州との連携を強化しＩＳＯ等における規格獲得を目指す。 
国際展開にあたっては、国際標準化団体の規格獲得に合わせ、各国における実証実

験や規格策定に参画しながら日本企業が海外へ進出しやすい環境を作るとともに、日

本技術の優位性、交通事故削減効果等を広くアピールするため、ユビキタス特区で推

進中の実験等に海外のキーマンを招聘し、我が国のシステムの国際的な普及を目指す。 
 

欧米を中心に我が国の技術
やノウハウを順次展開

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年2010年

技術面で我が国がリードする700MHz
帯を用いた車車間通信による安全運
転支援システムの関連特許を早期に
確保するとともに、同システムの早期
国内導入を行う

日本国内における700MHz帯を用いた
安全運転支援無線システムを導入

 
図７ ＩＴＳ（高度道路交通システム）の推進方策概要 

 

８．ユビキタスプラットフォーム技術 

本技術は、いつでもどこでも誰でも、その場の状況に応じた情報通信サービスを簡

単に利用可能にする共通基盤システム（ユビキタスプラットフォーム）を構築するた

めのものである。センサーや端末等から得られた情報を収集・統合して、状況情報（コ

ンテキスト）を生成し、最適な情報通信サービスを簡単に利用可能とするサービスプ

ラットフォーム技術や、電子タグやセンサー等の情報を取得可能とする端末技術等、

様々な分野が組み合わさって実用化が進む領域である。今後、安全安心分野等、様々

な分野において、新たな産業の創出が期待される。 
諸外国では、欧米や韓国を中心に、携帯端末を活用したユビキタスサービスが提供

されており、そのために必要な技術の研究開発が活発に行われている。一方、我が国

は、例えば、携帯端末等を利用したＷｅｂ閲覧、ナビゲーション、決済等のサービス

が提供されているなど、先進的な市場を有している。今後のユビキタスサービスは、

現在は物流等の限定された分野で使用されている電子タグやセンサー等の利用が一

般消費者等による幅広い分野での利用に拡大し、見守りや健康管理等の新しいサービ

スに進化していくと考えられるが、我が国では、既にアクティブタグを利用した見守

りサービスが行われるなど、電子タグやセンサー等の一般利用の分野に関する研究開

発では、世界をリードしている。 
しかしながら、現状、提供されているユビキタスサービスは、目的・サービス毎に

別々のシステムが構築され、それぞれの接続性や連携が確保されていないことが問題

となっており、我が国の優位性確保には、それらを解決していく必要がある。 
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上記課題を解決するために、２０１０年度までに、国内のメーカ・事業者・大学の

研究機関が連携し、各研究機関の得意分野を活かして、ネットワーク、電子タグ、セ

ンサー、端末等の各要素技術から構成されるユビキタスプラットフォームを構築する。

そのプラットフォームを活用しながら、見守りや健康管理等の安全安心分野をはじめ

として、様々なサービスニーズの把握、実証実験によるサービスの有効性の検証を行

うことで、国内の早期の実用化及びプラットフォームの普及を図る。さらに、ユビキ

タスプラットフォームの海外展開に向けて、欧米や韓国等のユビキタスサービスの利

用が進んでいる諸外国と連携して共同実験や国際標準化を推進し、２０１３年頃の普

及を目指す。 
また、スマート・ユビキタスネット社会の実現へ向けて、構築されたユビキタスプ

ラットフォームを最大限利活用するには、ユビキタスサービスの利用者が、様々なサ

ービスの違いを意識することなく容易に利用できるユーザインターフェースの実現

を目指した取組が重要である。 

ユビキタスプラット
フォームの国際展開

見守りや健康管理等の安全安心分野を初め
として、様々な実サービスニーズの把握を行
い、プラットフォームを活用した実証実験によ
るサービスの有効性の検証を実施

欧米や韓国などのユビキタスサービスの利用が進んでいる諸外
国と連携して共同実験や国際標準化を推進

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年2010年  
図８ ユビキタスプラットフォーム技術の推進方策概要 

 
 

９．情報セキュリティ 

本分野は、悪意のある通信からネットワークを守る通信技術、認証・暗号技術等、

安心・安全な通信インフラを実現するための総合的な技術分野である。高度な情報通

信社会を実現する上で不可欠な技術であり、ネットワーク機器やパッケージソフトウ

ェア、認証端末やセキュリティ確保サービス等幅広い市場が存在する。具体的には、

ルータ（現状の世界市場規模は約１兆円）、ファイヤウォール等のセキュリティ装置

（同約０．４兆円）、プリンタ・複合機等のＯＡ機器（同約６兆円）、生体認証装置等

の生体認証システム（同約０．３兆円）、データ暗号化製品等の暗号製品（同約０．

１兆円）が挙げられる。 
我が国の研究開発水準は諸外国と比較して総じて高い。例えばボット対策について

は、世界に先駆けて試行を実施しており、諸外国と比較してボット感染率が低いなど、

我が国は世界に先がけた取組を数多く手がけている。経路ハイジャックに関しても、

経路ハイジャックの有無の確認手段は従来から存在しているが、自立的に検知する仕

組みについては我が国が先行している。 
情報漏えい関係では、Ｐ２Ｐファイル共有ソフトによる漏えいについて、韓国、米
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国等では問題が顕在化してきた段階であるが、我が国は予防対策だけでなく事後対策

を含めた総合的な対策を世界的に先行して取っている。また電子ファイルに関する情

報資産の管理技術については日米で研究開発が進められているが、メディアの種類

（紙・電子）を問わずログを統合・管理する技術については我が国が世界的に先行し

て研究開発を進めている。 
一方で、例えば暗号技術に関しては、我が国は欧米と肩を並べる世界有数の研究開

発水準を有するにも関わらず、世界市場においては、米国政府標準暗号が事実上世界

標準となってしまうなど、我が国の高い技術力が世界市場に直結していない領域も存

在する。 
今後の取組について、以下に３分野にわけて記載する。 

 
（インシデントレスポンス分野） 

ＩＰパケットトレースバック及びボット対策フレームワークについては、標準化

や国際共同実験等を通して、国内外の通信事業者のネットワーク接続サービスにお

けるセキュリティ機能としての実装を図る。そのための方策として、海外との政策

会合等の場を通じて、我が国の研究開発成果の展開を支援する。 
また、経路ハイジャック技術について、ルータメーカやドメイン管理団体と連携

して通信事業者におけるシステムの実装を図る。そのための方策として、ＩＥＴＦ

等において我が国の技術の標準化を目指す。 
さらに、近年、端末の多様化や機器のネットワーク化、ネットワーク技術の高度

化が進んでおり、これまで知られていなかった新たな脅威（たとえば、セキュリテ

ィ対策が困難な情報家電等に対する攻撃、ＩＰｖ６のマルチキャスト機能による多

数の端末への同時攻撃、クラウド技術の利用による効率的な大規模攻撃等）が発生

しつつあるが、日本を含め各国とも十分な対策がとれていない状況にある。今後問

題になると思われるインシデントの可能性に対して、ネットワーク技術開発や端末

技術開発、人材育成、情報共有等により迅速に対策を行う。 
 

（情報漏えい対策・認証分野） 
本分野については、特に情報漏えい対策においては諸外国では必ずしも議論が活

発ではないが、我が国が先行して国際展開や国際連携を図るべき技術分野であり、

２０１６年頃に、先進国（欧米中心）を対象として、情報漏えい対策技術を実装し

た、ネットワーク機器、ＯＡ機器、生体認証システムの国際展開を目指す。 
そのための方策として、関連技術であるＰ２Ｐファイル共有ソフトに対するネッ

トワーク監視・制御技術、ＰＣやＯＡ機器等における情報操作記録（ログ）を統一

的に管理する技術等の研究開発を推進する。その製品化にあたってはサービス事業

者や機器メーカ等と連携する。また、本施策の標準化の主体はＩＴＵやＩＳＯ等と

なる見込みであり、国際展開に向け、積極的に標準化提案を行う。 
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さらに、現行の認証基盤の課題を解決するためセキュアな認証基盤を開発する。

現行の認証基盤は、生体情報をネットワークで流しにくく、またネットワーク境界

型認証を前提としているため、クラウドのような境界があいまいなネットワーク上

では新たな方式のデータ保護が必要となる。生体情報から、名寄せや逆引きが不可

能な認証鍵を生成するハイブリッドＩＤやネットワーク境界があいまいな際に情

報漏えいを防ぐ秘密分散、秘密計算、ＩＤベース暗号といった技術を統合した認証

基盤を構築する。 
 

（次世代暗号分野） 
本分野は、我が国の国際競争力の源となる情報通信基盤を構成する技術分野であ

り、２０１６年頃に、先進国（欧米中心）を対象として、次世代暗号（ハッシュ関

数、共通鍵/公開鍵暗号）を実装したＬＳＩ等の部品やソフトウェア製品の国際展

開を目指す。暗号のアルゴリズム開発は研究独法、暗号技術の実装は機器メーカが

主導する。 
そのための方策として、次世代暗号アルゴリズム及び実装技術に関する総合的な

研究開発、並びに暗号の安全性評価に関する研究開発を国として支援することが緊

急の課題である。また、標準化においては、研究独法が中心となって国内研究機関

（大学やメーカ等）の連携体制を取り、国内発の暗号技術が米国標準（ＳＨＡ－３）

に選定されることを目指すとともに、ＣＲＹＰＴＲＥＣの電子政府推奨暗号リスト

への掲載やＩＳＯや欧州の地域標準化機関に対しても標準案を積極的に提案する。 
加えて、暗号アルゴリズムが実装時の検証が不十分なために、解読されてしまう

という事例が起きており、また、今後、ＲＦＩＤ等の小型、低コスト製品への暗号

技術の実装も進むと考えられることから、暗号アルゴリズムや実装技術の安全性を

評価し、適切な暗号技術の運用を行うための、新世代情報通信技術ワークベンチの

構築を行う。 

セキュリティ機能を実装し、国
内外の通信事業者へ展開

インシデント
レスポンス

情報漏えい対策技術を実装した機器や
認証システムを先進国へ展開情報漏えい対策

次世代暗号
次世代暗号を実装したLSI等の部品や
ソフトウェア製品を先進国へ展開

海外との政策会合等の場を通じて、我
が国の研究開発成果の展開を支援

国内発の次世代暗号が国際標
準に選定されることを目指す

研究成果についてITUやISO等で標準化提案を実施

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年2010年  

図９ 情報セキュリティ技術の推進方策概要 
 
 

１０．ネットワークロボット技術 

本技術は、ユビキタスネットワーク技術とロボット技術を融合し、ネットワークを

通じて、様々なタイプのロボットを協調・連携させる技術であり、単体ロボットでは
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実現できなかった商業施設や家庭内等における情報提供サービスや生活支援サービ

ス等を可能にする技術である。 
ロボットと人との対話技術、複数ロボットのネットワーク連携技術ともに、世界に

先駆けて我が国が研究開発に取り組んでおり、欧州や韓国をしのぐ高い研究開発水準

を誇っている。その他、人の行動や状況を認識することでロボットが環境や状況に応

じたサービスを行うアンコンシャスセンシング技術等もあるが、これらについては、

他国と拮抗状態にある。 
高齢化等の社会問題に対して本技術を活用した解決が期待されており、我が国のみ

ならず将来的に多くの国に展開できる可能性が高いと考えられる。そのため、今後、

我が国が誇る高い技術力を活かして、２０１８年頃に、欧米等の高齢化進行国へ家庭

内の生活支援ロボットサービスを展開することを目指していく。さらに、将来的なロ

ボット性能の向上を見据え、２０２５年頃には、複合施設等の広域・屋外における高

齢者・障害者向け生活支援サービスを実現することを目標として研究開発等に取り組

む。 
家庭内での生活支援ロボットサービスの開発にあたっては、先進的な基礎技術力を

持つ研究機関が主体となり、ロボット開発に取り組む企業及びＥＵのネットワークロ

ボットプロジェクト実施国等と連携して取り組む。国内での普及促進策として、まず

０９年にネットワークロボットプラットフォームを公開して国内ロボット関連企業

の利用を促進する。海外では、ＥＵのＦＰ７のネットワークロボットプロジェクト参

加企業及び関連研究機関との連携を強化し、デファクト標準化に取り組む。同時に、

国際標準化は、ＩＴＵ－Ｔ（ＳＧ１６）において、日本の研究開発成果を反映してい

く。さらに、将来的に、広域・屋外でのサービス提供に向けて、ロボットプラットフ

ォームの広域連携技術、不特定多数のユーザに対応したネットワークヒューマンイン

ターフェイス技術（ロボットと人との対話技術）等の研究開発に取り組む。 

高齢化進行国へ家庭内
の生活支援ロボット
サービスを展開

広域・屋外における高齢
者・障害者向け生活支援

サービスを実現

ネットワークロボットプラットフォームを公開して
国内ロボット関連企業に共通で利用

広域・屋外でのサービス提供に向けた、ロボットプラッ
トフォームの広域連携技術等の研究開発を実施

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年 2025年2010年  
図１０ ネットワークロボット技術の推進方策概要 

 
 

１１．ホームネットワーク技術 

ブロードバンドネットワークが普及するとともに、電話、ＦＡＸやインターネット

だけでなく、ＡＶ系家電、白物系家電等様々な機器が通信機能を持つようになってき

ている中、本技術は、家庭内の様々な家電機器や通信端末、住宅設備、センサー等を

ネットワークで接続するとともに、外部のブロードバンドネットワークと連携により、
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ホーム内を統合的に制御し、また、ホームに対して外部から新しいサービスを提供す

る技術である。サーバ、ホームゲートウェイ、通信端末、センサー等の情報通信機器

や家電機器の市場の拡大のみならず、緊急情報と連携した安心・安全サービス、介護

支援、省エネサービス等、家庭向けに提供される様々な新しいサービス市場の創出が

期待される。また、地球温暖化対策の必要性が高まっている中、温暖化ガス排出量の

削減対策が進んでいない家庭において消費エネルギーを効果的に抑制するための技

術としても期待されている。 
現段階では、企業や機器等の種類毎に異なるホームネットワークの規格が存在し、

これが市場の分断やユーザへの訴求性の面で問題となっている。国際的には、欧米に

おいてフォーラム等により様々なホームネットワークの規格やその使い方が検討さ

れており、また、ＩＴＵにおいても、ホームネットワークに係るアーキテクチャの標

準化の議論が活発化しているところである。他方、我が国は、既に家庭向けに普及が

始まっている光通信サービス等のブロードバンドネットワークと接続させたホーム

ネットワークの制御技術に係る研究開発に積極的に取り組んでおり、また、ホームネ

ットワークへ外部から新しいサービスを提供するためのプラットフォームの実証実

験にとりかかるなど、世界的に先行した取組を行っている。 
今後２～３年において、まずは国内で、導入が容易な小規模店舗等を対象にホーム

ゲートウェイ等の機器の利用実績を上げつつ、２０１２年頃を目処に、経済発展の著

しい地域を中心に現地通信事業者等と連携して国際展開を目指す。 
そのため、「情報家電の高度利活用技術の研究開発」の成果であるホームゲートウ

ェイの認証、ダウンロード技術等に基づき相互接続のための仕様開発を進め、国内の

家電や通信機器メーカや通信事業者に加え実際にサービスを提供・利用する者等が一

同に参加し、サービスイメージについて事前デモをしつつ、実用化の展開方法を検討

しプラットフォーム仕様を早急に固めていくとともに、ホームネットワークを活用し

た消費エネルギー抑制技術を２０１１年までに確立させる。さらに、その成果を踏ま

えてＩＴＵ－Ｔにおけるホームネットワークのアーキテクチャ等の基本部分の標準

化に積極的に寄与するとともに、同時に海外フォーラムや国際標準化機関と連携して

サービスを提供するプラットフォームの相互接続実験や、プロモーションを実施する

ことにより世界的にも市場イメージの醸成を図る。 

2015年 2020年2010年

国内で導入が容易な小規模店舗
を対象にホームゲートウェイ等

の利用実績を上げる

経済発展の著しい地域を
中心に、現地通信事業者
等と連携した国際展開

ITU－Tにおけるアーキテ

クチャ等の基本部分の
標準化に積極的に寄与

サービス提供プラットフォームの相
互接続実験やプロモーションの実施

プラットフォーム
の仕様を固める

ホームネットワークを活用した消費
エネルギー抑制技術を確立

 
図１１ ホームネットワーク技術の推進方策概要 
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１２．音声翻訳技術 

本技術は、音声言語を対象として、意味や文脈を踏まえた翻訳、同時翻訳、多言語

翻訳等を行う技術である。翻訳精度を高度化する技術、多言語化する技術、対話機能

を高度化する技術の大きく３つに分類できる。これらの技術は、人と人とのコミュニ

ケーションだけでなく、人とマシンとのコミュニケーションにも応用が可能であり、

技術の確立により、異なる言語によるリアルタイムで自然な対話が可能になるととも

に、表情やジェスチャ等の非言語情報を併用することにより、最終的には真に言語の

壁を越えた自然なコミュニケーションが実現される。 
現段階では、翻訳精度を高める技術を中心に各国で取組が行われている。欧米では

軍事用向けシステムや国際会議等のビジネス向けシステムの研究開発が行われてい

るが、一般利用者向けの実用化の動きはない。韓国においては一般利用者向けの実用

化の動きはあるものの、プロジェクトに着手して間もない状況である。一方で、我が

国では早い段階からネットワーク上のデータベースを活用する翻訳技術の研究に、そ

の精度を高める研究も含めて取り組んでおり、研究開発を世界的に先行させている。 
今後我が国の強みを活かした一般利用者向けのサービスの早期展開を目指して、２

０１３年頃には、アジア太平洋諸国や我が国への来訪の増加が予想されるＢＲＩＣｓ

等の経済新興国からの外国人観光客、及び同地域への日本人観光客を対象として、旅

行会話レベルの音声翻訳サービスの普及を図る。さらに、応用範囲の拡大を目指して、

今後１０年以内を目標にゲーム会社やソフト開発会社等と連携した翻訳・学習ソフト

の開発、我が国のコンテンツを容易に楽しめるコンテンツ自動翻訳ソフトの開発等に

取り組み、日本のコンテンツの海外発信を促進する。また、ソフト開発会社やイベン

ト企画会社等と連携し、２０２２年頃には多言語会議の同時通訳システムの開発と国

際展開を図る。 
研究開発の取組としては、翻訳用例データベースの充実、多言語化を図るため、研

究独法と関連研究機関を中心とした研究コンソーシアムを通じ、多言語化技術の研究

開発、翻訳精度向上技術に重点的に取り組む。標準化では、現在活動中のＡＳＴＡＰ

に加え、ＩＴＵ－Ｔ（ＳＧ１６）、Ｗ３Ｃにおいて、データベース相互利用のための

インターフェースの標準化を我が国主導で図る。同時に、２０２２年頃に多言語会議

の同時通訳を可能とするため、専門用語への対応を強化するとともに、音声認識技術

の高度化を行う。 

旅行会話レベルの音声
翻訳サービスの普及

自動翻訳を用いた日本
のコンテンツの海外発

信の促進

多言語会議の同時通訳
システムの開発と国際

展開

専門用語への対応を強化するとともに、
音声認識技術の高度化を図る

翻訳・学習ソフトの開発、我が国のコンテンツを簡易
に楽しめるコンテンツ自動翻訳ソフトの開発

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年2010年 2025年  
図１２ 音声翻訳技術の推進方策概要 
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１３．超高精細映像技術 

本技術は、解像度３３００万画素を持つスーパーハイビジョンと呼ばれる非常に高

精細な映像方式（ハイビジョンの１６倍相当）を実現するためのものであり、撮像・

圧縮・符号化・伝送・表示技術を含む。これらの技術の確立により、スーパーハイビ

ジョン放送が可能となるほか、放送以外のパブリックビューイング、デジタルサイネ

ージ、電子会議や医療・教育等のサービス実現にも寄与することが期待される。 
現時点では、走査線２０００本級までのシステム開発はなされているものの、本技

術の目玉となる走査線４０００本級、毎秒６０フレームの超高精細映像の研究開発は

海外においても例がない。また、撮像機器（カメラ）・表示デバイスについても、海

外では具体的な取組はまだ存在しない状況であるのに対して我が国では関係機関、メ

ーカにおいて開発が進められており、我が国の研究開発水準は非常に高い。ただし、

撮像デバイスの開発については、我が国にはハイビジョンで蓄積した技術があるもの

の現状では海外メーカが先行している。 
今後、我が国が強みを持つ本技術の早期展開を実現するため、２０１０年頃から、

非放送系用途 Ｋ～８Ｋ映像システムを国内及び先進国に順次展開し、メーカによる

撮像システム及びディスプレイ機器の国際展開を目指す。 
そのための方策として、研究開発では、今後、我が国が優位にある撮像・表示技術

に重点をおき、メーカによる研究開発を支援する。標準化では、わが国が強みを持つ

圧縮・符号化方式をメインに、ＩＴＵやＩＳＯ（ＭＰＥＧ）における国際標準化に取

り組む。その他、国際市場のすそ野拡大を目指して、研究開発段階からメーカが主体

となって海外の映像産業（ハリウッド等）との連携を図る。 

メーカーによる撮像システム及びディスプレイ機
器の国際展開

我が国が優位にある撮像・表示技術に重点をおき、メーカーによる研究開発を支援

わが国が強みを持つ圧縮・符号化方式をメインに、ITUやISO(MPEG)における国際標準化に取り組む

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

2015年 2020年2010年  

図１３ 超高精細映像技術の推進方策概要 
 
 

１４．３次元映像技術 

本技術は、３次元映像を撮像・表示・符号化するための技術である。実物に匹敵す

る高臨場感で非常にリアルな実写やＣＧの３次元映像を映し出すことを可能にする

ことにより、立体テレビ電話、立体放送、外科医療における立体視等新たなサービス・

製品が、通信・放送、商取引・産業、医療、教育・文化、エンターテイメント等の様々

な分野で創出される。また、３次元映像を用いた臨場感の高いコミュニケーションに

より、社内外のコラボレーションやスキル、ノウハウ共有が円滑化され、企業活動の
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効率化や、テレワーク促進による地球環境保全にも寄与する。 
この中で中核となる表示技術については、複数視差方式（専用メガネを使って、も

しくは裸眼で、視差の異なる映像を左右の眼に別々に見せることにより、奥行き感、

飛び出し感のある映像を見せる技術）とリアルタイムホログラフィ方式（ホログラフ

ィの原理を応用して実物からの反射光とまったく同じ光の状態を再現する技術）の２

種類が存在する。前者のうち、眼鏡が必要となるものや視差が水平方向に限られたも

のについては、技術的に比較的平易であり、ハリウッド映画等において米国発の技術

の主導により急速に市場が立ち上がっている。一方、裸眼で視聴が可能で大画面・高

精細なものや視差が上下方向にも広がったもの（次世代３次元方式）については、欧

州においても着手されているが、我が国が研究開発で先行している。より技術的に高

度で臨場感の高いリアルタイムホログラフィ方式については、実現までには長期を要

することが予想されているが、オールジャパンで研究開発を推進している我が国が、

特定の大学・企業の取組に限られる欧米をはるかにしのぐ。 
我が国としては、以上を踏まえ、早期の開発が期待される次世代３次元方式につい

て、２０１５年頃を目途にデジタルサイネージ、専門チャンネル、アーケードゲーム

等における実用化を目指す。また、ホログラフィ方式については、技術面では挑戦的

ではあるが、我が国の優位性をさらに強めるために技術開発を加速化させ、２０１５

年頃に医療、設計等の特定分野において企業ユース向けに実用化を図り、さらに２０

２０年頃に立体テレビ電話等の個人ユース向けにも実用化を拡げていく。その際、我

が国が強みを持つ次世代３次元方式の研究開発を加速して優位性を確立し、さらに究

極技術であるホログラフィ方式に次世代３次元方式の機能を取り込みながら早期の

実用化を目指す。同時に、欧米韓等の先進国における市場を対象に、カメラ、ディス

プレイ等のＡＶ機器から、３次元映像コンテンツ製作技術、アニメ、ゲーム等のコン

テンツまで幅広い分野について国際展開を目指す。 
そのための方策として、研究開発面では、撮像技術、表示技術、伝送技術から、３

次元映像の人体への影響評価手法まで幅広い分野について、要素技術及びそれらを統

合したシステムの開発や研究開発用コンテンツ等の製作を行うため、研究独法を中心

に国内のメーカ、大学、放送事業者、通信事業者等の産学官連携により取り組む。そ

の際、日本の高水準な技術を海外に周知し日本の技術を採用する諸外国陣営の早期形

成を図ることを目的に、３ＤＴＩ（欧）等の国際共同研究プロジェクトに参画するな

どにより、研究開発段階から海外研究機関との人材交流や共同研究を積極的に行う。

標準化については、３次元映像のフォーマット、符号化方式、カメラ配列等共通化が

必要な技術方式について、超臨場感コミュニケーション産学官フォーラム（ＵＲＣＦ）

における国内標準化（デファクト化）を行うとともに、国際学会への研究成果の発表、

ＳＭＰＴＥ（米）、３Ｄ@ＨＯＭＥ（米）、ＡＲＭＩ（韓）、３ＤＩＤＡ（台）等の国

際的な産学官コンソーシアムへの提案による国際的な合意形成に参画（デファクト

化）を行った上で、ＵＲＣＦ、研究独法を中心に、ＩＳＯ（ＭＰＥＧ）、ＩＴＵ等の
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国際標準化組織への提案（デジュール化）を行う。 

研究開発成果を用いた製品・サービスの展開時期主な研究開発・標準化・国際展開方策

デジタルサイネージ、専門チャンネル、
アーケードゲーム等において幅広く実用化

ホログラフィ
医療、設計等の企業ユース
向け特定分野での実用化

共通化が必要な技術方式について、産学官コンソーシアムへの提案によるデファクト化を行っ
た上でISO(MPEG)、ITU等の国際標準化組織へ提案（デジュール化）

立体テレビ電話等の個人
ユース向け実用化

2015年 2020年2010年 2025年

撮像・表示・伝送技術から、３次元映像の人体への影響評価手法まで幅広い分野についての研究開発用等の実施

次世代３次元

 

図１４ ３次元映像技術の推進方策概要 

28




